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お客様各位 

オーストラリア・ニュージーランド銀行 

 

個人番号（マイナンバー）・法人番号のお届けのお願い 
 
 

マイナンバー制度とは行政を効率化し、国民の利便性を高め、公平・公正な社会を実現する社会

基盤として平成 2016年１月に導入された制度です。日本国内に住民登録しているすべての個人

には 12桁の個人番号、法人には 13桁の法人番号が割り振られています。 

 

オーストラリア・ニュージーランド銀行でも平成 2016年 1月以降、法令にもとづき、投資信託

口座開設や外国送金にかかるお取引きの際にマイナンバー・法人番号のご提出をお願いしており

ます。 

（ご提出頂けない場合は、2019年 1月以降のお取引きが円滑に行えない場合がありますのでご注

意ください。） 

 

また、平成 2018年 1月以降、法改正により、預金口座についても新規口座開設や各種お取引き

の際にご提出のご協力をお願いしております。 

投資信託取引、外国送金取引、預金取引があり、個人番号（マイナンバー）・法人番号が未提出

のお客さまにはお届けをお願いいたします。 

 

尚、既に当行にマイナンバーを提出済のお客さまは、再度のご提出は不要です。 

 

詳細につきましては、次頁をご覧いただきますよう、よろしくお願いいたします。 
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マイナンバー・法人番号のお届けが必要なお取引き

＜個人のお客さま＞ 

・外国送金取引（支払・受取すべてのお取引を含みます）

・投資信託取引（ご解約、分配金のお受取り、各種変更等すべてのお取引を含みます）

＜法人のお客さま＞ 

・外国送金取引（支払・受取すべてのお取引を含みます）

・定期預金・通知預金取引（すべてのお取引を含みます）

・投資信託取引（ご解約、分配金のお受取り、各種変更等すべてのお取引を含みます）

マイナンバー・法人番号のお届けにご協力をお願いするお取引き

＜個人のお客さま＞ 

・預金（すべての預金）取引（新規のお口座開設、各種変更等のお取引き）

＜法人のお客さま＞ 

・当座預金取引（新規のお口座開設、各種変更等のお取引き）

【必要資料】 

＜個人のお客さま＞ 以下のいずれか１つ 

・マイナンバーカード（個人番号カード）

・マイナンバー通知カード及び本人確認書類（注 1）

・マイナンバー（個人番号）が記載された住民票の写し及び本人確認書類（注 2）
（注 1） 写真付きのもの 1通または写真無のもの 2通

（注 2） 写真付きのもの 1通または写真無のもの 1通

（但し、個人番号が記載された住民票の写しが発行から 6ヶ月を経過している場合は写真無のものは 2通）

＜法人のお客さま＞ 以下のいずれか１つ 

・発行日から 6ヶ月以内の法人番号通知書

・発行から 6ヶ月超の法人番号通知書の場合は、加えて登記事項証明書等（６ヶ月以内に発行されたもの）

・６ヶ月以内に作成された法人番号印刷書類（国税庁法人番号公表サイトより印刷可能）及び登記事項

証明書等（６ヶ月以内に発行されたもの）




